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《巻頭言》 

 

 

無線通信資源のさらなる有効利用に向けて 

 

情報通信の利用が引き続き拡大していることは、様々な形で報告されています。中でも、

無線通信の利用増大は著しく、ここ数年は、毎年 3倍近くに増加しており、今後も増加し

続けるであろうと予想されています。また、無線通信を行うデバイスの数も、2015年には、

その年の人口(約 72億)にも匹敵する数に達すると予想する報告もあります（Cisco Visual 

Networking Index）。 

一方で、情報通信に適した周波数の領域は、限られており、しかも、それらの多くの利

用については、すでにそれぞれ特定の用途に限られております。そして、研究論文等にお

いて、特定用途に割り当てられた個々の周波数の利用率は必ずしも高くなく、利用改善の

余地が十分にあることが報告されています。 

総務省においても、電波政策懇談会が開催され、その報告書において、電波利用の質・

量が爆発的に拡大し、今後 10年間で、トラヒックは現在の 200倍以上の規模へ拡大するこ

とが指摘されており、それに対応する技術として、「周囲の電波利用環境やサービス品質を

適切に把握し、最適な周波数帯・通信方式やネットワーク・システム等をダイナミックか

つ柔軟に選択し通信すること等により、周波数利用を効率化する技術である」コグニティ

ブ無線技術が紹介されています。 

このような状況を背景として、本研究会においては、新たな無線資源の利用方法を検討

するための基礎的な実験を実施致しました。今回の実験を通じまして、使用することがで

きました周波数は、伝搬特性および通信可能帯域の点において、優れた特性を備えている

ことが示されました。このような優れた特性の無線資源を有効に利用するためには、多く

の技術開発がさらに必要になります。本報告書が、今後の情報通信システムを検討するに

あたり、有益な情報を提供することができ、無線通信資源のさらなる有効利用の検討の活

性化にお役に立つことを期待しております。 

 

 

「ホワイトスペース活用によるＵＨＦ帯広帯域無線伝送システムに関する調査検討会」 

                   座長 尾家祐二（九州工業大学 理事・副学長） 
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第１章 調査検討会の背景と目的 
 

1.1 背景と目的 

 1.1.1 九州地域のブロードバンド回線普及状況 

総務省では、「次世代ブロードバンド戦略 2010」に基づき、平成 22 年度末を達成年限

としたブロードバンド・ゼロ地域の解消や、携帯電話不感地帯の解消を実現し、デジタル・

ディバイドを解消するための具体的施策について検討を行うため、平成 19 年 10 月から

「デジタル・ディバイド解消戦略会議」を開催し、平成 20 年 6 月に最終報告書を取りま

とめ、公表した。この報告書を踏まえ、デジタル・ディバイド解消に関するマスタープラ

ンとして、「デジタル・ディバイド解消戦略」が取りまとめられ、この「デジタル・ディ

バイド解消戦略」に基づく取組により、ブロードバンド・ゼロ地域については、平成 22 年

度末でほぼ解消した。 

また、「次世代ブロードバンド戦略 2010」でブロードバンド・ゼロ地域の解消とともに

掲げられた超高速ブロードバンドの世帯カバー率を 90%以上とする目標についても、平成

22年度末には 92.7%となり達成されている。 

しかし、平成 23年 9月末時点で九州管内の約 12万世帯が FWA（無線 LAN）、衛星 BB、3.5G

携帯電話のみがカバーしている地域に存在している。これらの地域のほとんどは光ファイ

バや CATV の迅速な普及が困難な離島や山間部であり、ブロードバンド・ゼロ地域解消後

も、コストの問題や伝送速度の問題で実際のブロードバンド世帯普及率の向上には困難が

予想される。 

実際に、平成 23 年 9 月末の時点での九州のブロードバンド世帯普及率は 52.0%であり、

全国平均の 67.0%を 15 ポイントも下回っており、県ごとの世帯普及率についても福岡県

以外は全国の下位に集中している。 

 
図 1.1.1 九州各県のブロードバンド世帯普及率 
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図 1.1.2 都道府県別のブロードバンドの普及状況（世帯普及率） 
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九州地域のブロードバンド普及率が他の地域に比べて相対的に低い原因については、地

理的な要因や経済的要因、高齢化の進展等、様々な要因が考えられるが、いずれにしても、

こうした状況の中で、九州地域のデジタル・ディバイドを効果的に解消していくためは、

九州地域の地理的条件等や社会的ニーズに対応したブロードバンドの普及策が必要だと

考えられる。 

 

 1.1.2 九州地域の地理的条件 

九州地域のブロードバンド普及率が低い要因の一つとして、光ファイバ等の有線によ

るブロード基盤の整備が遅れていることが上げられる。 

FTTH 又はケーブルインターネットの整備を前提とした超高速ブロードバンドの整備状

況を見ると、平成 23年度末の九州の利用可能世帯率は 82.0％で全国平均の 92.7％を大

きく下回っている。 

 

表 1.1.1 ブロードバンド基盤の整備状況 

 
 

県別の利用可能世帯率でも九州各県は福岡県、大分県を除き、全国の下位に集中して

おり、ブロードバンド世帯普及率が低いことの要因の一つになっていると推察される。 

平成 22 年度に総務省が実施した「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調

査」報告書によると、調査対象となった過疎地域等（注）の集落数は九州圏が 15,308

（世帯数約 120万世帯）と最も多く全国の 23.6％を占めており、その内、中山間地の集

落数が 8,267（世帯数約 42 万世帯）で 52.3％となっている。 
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表 1.1.2 地方ブロック別・地域区分別集落数 

 

表 1.1.3 地方ブロック別・地域区分別 集落世帯数及び１集落あたりの世帯数 

 
（注）過疎地域等：「過疎地域自立促進特別措置法」に基づく過疎地域市町村、又は、「過疎地域活性

化特別措置法」（平成 2 年 4 月 1 日施行、平成 12 年 3 月 31 日失効に基づく過疎地域市町

村（当時） 
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こうした中山間地に居住する世帯数の多さが九州地域のブロードバンド普及率を低下

させている一因であると推測される。一方、前述の調査報告書によると、対象集落の 84％

は半数以上の住民が 65 歳未満であり、平成 22 年通信利用動向調査の結果によれば 65

歳未満のインターネット利用率が 88.7％に達していることから考えると、ブロードバン

ド回線に対する潜在的なニーズは十分に存在すると判断できる。 

 

表 1.1.4 地方ブロック別・高齢者割合 50％以上の集落数 

 
 

表 1.1.5 過去 1年間のインターネット利用経験 

本人の年齢 はい いいえ

　　６～１２歳 65.5 % 34.5 %
　１３～１９歳 95.6 % 4.4 %
　２０～２９歳 97.4 % 2.6 %
　３０～３９歳 95.1 % 4.9 %
　４０～４９歳 94.2 % 5.8 %
　５０～５９歳 86.6 % 13.4 %
　６０～６４歳 70.1 % 29.9 %
６５歳未満↑ 88.7 % 11.3 %

６５歳以上↓ 39.3 % 60.7 %
　６５歳～６９歳 57.0 % 43.0 %
　７０歳～７９歳 39.2 % 60.8 %
　８０歳以上 20.3 % 79.7 %

過去１年間の
インターネット

利用経験の有無
（対象：無回答除く全員）

（出典：平成22年通信利用動向調査）  
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 1.1.3 九州地域の FWAの普及状況 

一般的に、地理的な条件により光ファイバや CATV の速やかな普及が見込めない地域に

ついては、無線 LAN回線によるインターネット接続環境の整備が有効だと考えられる。 

しかし、九州地域の FWA サービスの現状を見ると、平成 22 年度末のサービス事業者数

は 12で年々増加しているが、契約数については平成 19年度以降は頭打ちとなっている。 

 

表 1.1.6 九州管内の FWAサービス事業者数の推移 

年度 H19.3末 H20.3末 H21.3末 H22.3末 H23.3末 

事業者数 ７ ７ ９ １１ １２ 

 
 

表 1.1.7 九州管内の FWAアクセスサービス契約者数の推移 

 
FWA の契約者数が伸びない原因としては、光ファイバやケーブルインターネットへの転

換が進んでいることも挙げられるが、地理的な要因により、特に山間部等では無線ネット

ワークの構築費用が高いことによる採算性の問題から整備が進んでおらず、利用可能世帯

数が増加していないことが考えられる。 

 

1.1.4 非常災害時の情報収集、伝達手段としての通信回線 

地震等の非常災害発生時には、安否確認等を目的とした被災地への音声通話の集中等

により電気通信事業者の通信回線が非常に混雑し、電話がつながりにくい状態（輻輳（ふ

くそう））が発生する。 

平成 23 年度に総務省が開催した「大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方に

関する検討会」の最終取りまとめによれば、東日本大震災では、利用者からの音声の発

信が急増し輻輳状態が発生したため、交換機の設計容量を大幅に超えるトラフィック

（通常時の約 50～60 倍）が発生したことを理由に、固定電話では最大 80％～90％、携

帯電話では最大 70％～95％の規制が実施されている。加えて、携帯電話・PHS基地局に

ついて、伝送路の被災や停電等により合計約 2万 9千局が機能停止している。 

平成 23 年度に九州総合通信局が開催した「九州地域における大規模災害発生時の通信
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手段確保に関する検討会」の報告書によれば、現在、九州地域の市町村が確保している

大規模災害時（発災直後）における被害情報の収集手段は、防災無線（移動系）（66.8％）

（同報系）（44.1％）を筆頭に、衛星携帯電話、一斉同報メール、ＭＣＡ無線、ＣＡＴ

Ｖ等の手段が上位にあげられている。その他、職員・消防団員等による巡視や、住民か

らの電話、携帯電話による連絡等による割合が高くなっているが、アンケート調査に回

答した九州管内211市町村の 84.7％の市町村は大規模災害時の情報収集体制が十分では

ないと回答しており、 

・一般電話、携帯電話が使えなかった際の代替通信手段の確保が必要。 

・道路、電気等の寸断により、山間地や孤立集落からの情報収集ができない場合があ 

る。 

・被災現場のリアルタイムの状況把握のため、写真、映像を収集する体制強化が必要。 

・災害時の対応を行う職員確保、少ない要員で情報伝達を行う体制の検討が必要。 

・複数の情報収集手段を確保したいが、自治体単独での整備は予算的に困難。 

等が課題として挙げられている。 

また、発災時の市町村から住民への情報伝達手段についても、アンケート調査の回答

では、現状では防災無線、ＭＣＡ無線が中心となっており、多様な通信手段の確保の必

要性は認識されているが、予算、マンパワーの不足が課題となっている。 

 

 1.1.5 ホワイトスペースを活用した無線システムの利用可能性 

  (1) 広帯域無線アクセスシステム 

前述のとおり、光ファイバ等の有線系のブロードバンド基盤の円滑な整備が見込め

ない地域、特に山間部等では、既存の 2.4GHz帯、5GHz帯等の広帯域無線アクセスシ

ステムを使用した回線を構築しようとする場合、地形や樹木による遮蔽により見通し

距離が短いため、平地と比較して多くの中継ポイントが必要となり、整備コストが増

大することから、普及の妨げになっていると考えられる。 

また、既存の無線システムによる回線の構築が可能であったとしても、山間部では

整備後に送受信点間の樹木が成長することにより、遮蔽が増大し通信が困難となるお

それもある。 

こうしたことから、山間部における無線回線の構築には、既存の無線 LANの周波数

帯よりも遮蔽に強い性質をもつ VHF帯、UHF帯の周波数を使用することが有効である

と考えられる。 

しかし、現在の周波数が逼迫した状況では、VHF帯、UHF帯において数 Mbps以上の

広帯域の無線回線を構築するための専用の周波数を新たに確保することは非常に困

難である。 

一方、山間部等では一般に所在する無線局の数が少なく、また、遮蔽が多いという

地形的な特徴が、逆に、外部の無線局との与干渉、被干渉が少ないという利点となっ

て、通常よりも多くのいわゆる「ホワイトスペース（注）」が存在していると考えら

れる。 

 （注）ホワイトスペース：放送用などある目的のために割り当てられているが、地

理的・技術的な条件によって他の目的にも利用可能な周波数。 
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特に、地上デジタル放送の周波数については、 

・地方においては放送事業者の数が少ないこと 

・放送局（親局、中継局）は固定した無線局であり、置局の変動も少ないため、共

用条件の検討が容易なこと 

などから、広帯域伝送が可能な周波数帯域（地デジの数チャンネル程度のホワイトス

ペース）を確保できる地域が特に山間部等には多く存在していると考えられる。 

したがって、山間部等において広帯域の無線アクセス回線を構築するためには、ホ

ワイトスペースを活用することが有効であり、また、周波数有効利用にも資すると考

えられる。 

 

(2) 非常災害時の情報収集、伝達手段 

総務省が平成 22 年 9月から開催している「ホワイトスペース推進会議」（座長：土

居範久 中央大学教授）が平成 24年 1月に取りまとめた「ホワイトスペース利用シ

ステムの共用方針～地上テレビジョン放送用周波数帯における共用方針～」では、ホ

ワイトスペース利用システムの一つとして「災害向け通信システム」が上げられてい

る。 

これは、東日本大震災を受け、災害時の通信インフラの多重化の重要性が再認識さ

れ、震災時に有効に機能し、避難情報を含む地域情報等の通信手段として重要な無線

システムについて冗長性を持たせること、及び、災害地の情報取得等の目的から、Ｕ

ＨＦ帯の利用も注目されていることから提案されているシステムである。 

1.1.4 に述べたとおり、九州地域においても、非常災害時の情報収集、伝達手段の

多様化が課題として挙げられており、山間地や孤立集落からの情報収集や被災現場の

リアルタイムの状況把握のため、写真、映像を収集する体制強化が必要とされている

ことから、遮蔽に強い UHF 帯のホワイトスペースを活用して、例えば、伝搬条件が厳

しい深山間部等において映像を含めた比較的広帯域の情報を伝送可能な無線回線を

構築することができれば、地域の防災対策に資するものと考えられる。 

 

 

 【災害向け通信システムの例】（「ホワイトスペース利用システムの共用方針」より） 

◎災害時の安否情報取得等に用いる通信システム 

平常時は地域ワンセグコンテンツの編集・配信や、見回り情報・地域情報を配

信するポータルサイトの閲覧に使用している無線ＬＡＮネットワークを、災害時

に安否確認や、警報・避難先情報などの情報発信に活用できるよう、障害が発生

しても迂回ルートが容易に構築できるよう、ホワイトスペースを活用するシステ

ムが提案されている。利用イメージを下図に示す。一例として、出力数十 mW 程

度でおよそ数百 m の通信が可能である。（占有周波数帯幅 ６MHz、伝送スピード 

数 Mbps 程度） 
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  図 1.1.3 災害時の安否情報取得等に用いる通信システムの利用イメージ 

      （「ホワイトスペース利用システムの共用方針」より） 

 

 1.1.6 調査検討の目的 

以上のことから、本調査検討会は、 

・九州地域のブロードバンド普及率が全国と比べて低い要因の一つに、中山間地に居

住する世帯が多いという地理的な条件があり、既存の有線、無線の通信回線では伝

送特性・容量による制約やコスト面で、必ずしもこれを克服できていない。 

・九州地域の多くの自治体が非常災害時の情報収集・伝達体制が不十分であると考え

ており、多様な通信手段の確保が求められている。 

・中山間地における無線回線の構築には、遮蔽に強い性質をもつ VHF帯、UHF帯の周

波数の使用が有効であるが、現在の周波数が逼迫した状況では、広帯域の無線回線

を構築するための専用の周波数を新たに確保することは非常に困難である。 

といった課題を解決するために、山陰等にもある程度回り込む性質を持つＵＨＦ帯の

ホワイトスペースを活用した広帯域無線伝送システムについて、その有効性を、試作機

器による実証試験等を通じて検証し、実用化に向けた技術基準等の策定に資することと

し、もって、新たな電波資源の有効活用と地域活性化の促進を図ることを目的として開

催する。 

 

1.2 調査検討項目と検討内容 

本調査検討会では、ＵＨＦ帯のホワイトスペースを活用した広帯域無線伝送システム

の有効性を検証するため、以下の項目について調査検討を行う。 

(1) 「ホワイトスペースの活用によるＵＨＦ帯広帯域無線伝送システム」（以下、「ＷＳ－

ＵＨＦ帯無線アクセスシステム」という。）の回線構成のための基本性能調査（既存の

無線アクセスシステムとの比較を含む） 

  以下の項目について、机上検討を実施する。 

 

ホワイトスペース利用システム 
による通信回線 
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① 実証試験の条件（実施場所、実施期間等） 

② 試験周波数の選定 

③ 実証試験装置の基本性能 

  ・無線アクセス方式 

  ・構成、構造 

  ・使用条件、環境条件 

  ・周波数、占有周波数帯幅 

  ・変調方式、符号化率、無線伝送レート 

  ・最大スループット 

  ・通信機能、外部インターフェース等 

  ・送信性能、受信性能 

④ サービスエリアの机上検討 

⑤ 通信試験地点の選定 

  ・見通し通信試験地点 

  ・障害物の影響による損失通信試験地点 

   （樹木による影響、地形による影響、建物および構造物による影響等） 

  ・屋内との通信試験地点 

 (2) ＷＳ－ＵＨＦ帯無線アクセスシステムの試作及び実環境における試験 

(1)の検討結果に基づき、選定した各通信試験地点において、以下の項目につい

て実証試験を実施し、その結果の考察を行う。 

① 受信電界強度 

② パケットエラー 

③ 伝送速度 

 (3) 調査検討のまとめ 

調査検討の目的に対する実証試験結果の評価を行うとともに、ＷＳ－ＵＨＦ帯無

線アクセスシステムの想定される利活用アプリケーションおよび実用化に向けた

今後の課題について検討する。 
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図 1.2.1 ホワイトスペース活用によるＵＨＦ帯広帯域無線伝送システムに関する     

調査検討イメージ図 
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1.3 実証試験の条件、試験周波数等の検討 

 1.3.1 実証試験の条件 

1.2に示した調査検討項目、検討内容を達成するため、必要な実証試験の条件を以下の

とおりとした。 

(1) 実証試験概要 

 ① 実施場所 

地上デジタル放送のホワイトスペースを活用した先駆的な実証試験であること

から、ホワイトスペースが比較的多いと想定される宮崎県内を実施場所とした。

（宮崎県を放送区域とする地上デジタル放送事業者は、日本放送協会を含めて３

者。） 

具体的な実施場所としては、平野部から山間部まで多様な伝搬試験が実施可能で

あること及び自治体の協力体制を得られやすいこと等から、宮崎県えびの市一円

を選定した。 

 ② 実施期間 

試作機（実験試験局）の周波数選定を容易にするため、実際にホワイトスペース

を使用した実証試験については、地上アナログ放送が終了する平成２３年７月２

４日以降に実施することとした。 

 ③ 伝送路の選定 

試作機の基本的な性能を実証するとともに、地形や建造物による遮蔽等の影響を

確認するため、平野部、山間部等の異なるパターンによる複数の伝送路を選定し

て実証試験を実施することとした。 

なお、伝送距離としては、数百ｍから数ｋｍ程度を想定した。 

(2) 試作機（実験試験局）の諸元の概要 

既存の無線ＬＡＮシステム（2.4GHz 帯）に準じて、以下のとおりの仕様の機器を

試作することとした。 

表 1.3.1 試作機の仕様 

 
周波数帯 UHF 帯 (470～710MHz までの１波) 
伝送容量 5MHz システム：1.5/2.25/3/4.5 Mbps 

10MHz システム：3/4.5/6/9 Mbps 
変調方式 OFDM : BPSK,QPSK 以上 
送信出力 10mW/MHz 以下 
インターフェース 100BASE-TX/10BASE-T 
アンテナ 八木型アンテナ 10dBi 以上 

八木型アンテナ 15dBi 以上 
高利得無指向性アンテナ 5dBi 以上 

その他 無線規格：IEEE802.11g 相当 SNMP 搭載 
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◎ 

①   

②   

③   

 1.3.2 実証試験実施場所「宮崎県えびの市」の概要 

(1) 位置 

宮崎県えびの市は、宮崎県、鹿児島県、熊本県の三県の境界にあり、九州縦貫自動

車道もを中心に、宮崎、鹿児島、熊本の三方へ伸びている。東経 130度 42分から 130

度 59分、北緯 31度 55分 49秒から 32度 7分 49秒の間にある。 

 

 

 
＜①西北部の山間部＞ 

 
 
   えびの市は中心部は川内川をはさんで平坦な平野が広  

がり、南部および北部は高原地帯で形成されている。 
   以下に航空写真にてその様子 
 
＜②市中心部から西部の平野部＞  ＜③東部の山間部＞ 

 

                                  

 

宮崎県えびの市 

えびの市役所 

えびの市役所 
真幸出張所 

◎ 

◎ 

国土地理院国土変遷アーカイブより 国土地理院国土変遷アーカイブより 国土地理院国土変遷アーカイブより 

国土地理院国土変遷アーカイブより 
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(2) 概況 

   ① 人口、世帯数 

 

② 面積 

  ・総面積：283.00平方 km（平成 21年 10月 1日現在境界未定のため推計面積） 

  ・可住地面積：8,030ヘクタール（平成 20年 10月 1日現在） 

  ・林野面積：10,044ヘクタール（平成 17年 2月 1日現在） 

③ 標高 

  ・えびの市役所：230.0ｍ 

  ・えびの高原：1,200.0ｍ 

  ・韓国岳：1700.3ｍ 

 

(3) 市役所からの眺望 

 ① 北方向 
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② 東方向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 南方向 
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④ 西方向 
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 1.3.3 試験周波数の選定 

(1) 実証試験実施場所におけるホワイトスペースの状況 

実証試験の実施場所として選定した宮崎県えびの市周辺における地上デジタル放

送の電波の到来状況について、計算値により図示すると以下のとおりとなる。 

宮崎

 
図 1.3.1：えびの市周辺の地上デジタル放送電波到来状況 

 

また、地上デジタル放送の各チャンネルについて、えびの市役所における到来電界強

度の計算値は下図のとおりである。 
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図 1.3.2 えびの市役所到来電界強度 

 
これらの計算結果に加えて、地上デジタル放送の放送区域については、「基幹放送局

の開設の根本的基準」（昭和 25 年 12 月 5 日電波監理委員会規則第 21 号）により、電
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界強度が地上 10ｍの高さにおいて 60dBμV/m以上の区域と規定されており、また、一

般的に受信者が高性能アンテナなどを使用して良好に受信可能な電界強度は 51dBμ

V/m程度であるといわれていることを考慮すると、えびの市周辺の地上デジタル放送の

周波数帯には、活用可能なホワイトスペースが十分に存在することが推定される。 

しかし、実際に地上デジタル放送のホワイトスペースにおいて電波を発射するために

は、実証試験実施場所における到来電波の状況だけではなく、実験試験局が発射する

電波が周辺の放送局の全ての受信者に対して有害な混信を与えないことを確保する必

要がある。特に、比較的弱電界となる放送区域の周辺部分の受信者の保護については

十分な配慮が必要となる。さらに、隣接チャンネルに対する影響についても考慮する

必要がある。 

 

図 1.3.3 ホワイトスペースの利用可能なイメージ 

(2) 試験周波数の選定 

試験周波数の選定にあたっては、地デジ周波数帯のホワイトスペースの全体の特

性が推定できるように、できる限り周波数帯の中心に近い周波数を選定することと

し、到来電界強度の計算結果等から、ひとまず候補周波数として中心周波数 605MHz

で占有周波数帯域幅が 5MHz 及び 10MHz の二つのシステムを想定し、詳細な混信検

討を実施することとした。 

なお、下図のとおり、5MHzシステムは地デジの 35チャンネル、10MHzシステムは

地デジの 34～36 チャンネルを使用することになる。 

① ５MHzシステム

中心周波数
６０５MHz

占有周波数帯幅
4.5MHz以下

３５ch３４ch ３６ch

空中線電力
10MHz/MHz

② １０MHzシステム

中心周波数
６０５MHz

占有周波数帯幅
9MHz以下

３５ch３４ch ３６ch

空中線電力
10MHz/MHz

 
図 1.3.4 実験試験局の使用周波数（チャンネル） 
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えびの市内において、34～36チャンネルの周波数で空中線電力 10mw/MHzの電波を

発射した場合の、既存の地上デジタル放送局への影響を計算により検討した結果は

下表のとおりである。 

なお、電波法関係審査基準（総務省訓令第６７号）によれば、地上デジタル放送

局の混信保護比は、デジタル放送局相互間で、同一チャンネル 28dB 以上、上隣接

-29dB 以上、下隣接-26dB 以上と規定されており、今回の検討に際しても、この規

定を準用した。 

表 1.3.1 実験試験局混信検討結果 

中継局等 放送局名 ｃｈ 距離(km) 到来方向（°） 偏波
最悪D/U(dB)

（注）
同一ch混信 上隣接ch混信 下隣接ch混信

苓北 TKU 36 91.5 305.5 H 76.3 ○ ○ ○
三角 RKK 37 71 332.8 H 63.7 ○ ○ ○
三角 TKU 33 71 332.8 H 63.7 ○ ○ ○
新和 KKT 37 73 299.8 H 53.6 ○ ○ ○
大矢野南 TKU 35 68.9 327 V 67.5 ○ ○ ○
佐世保 KTN 34 160.8 321.3 H 73.2 ○ ○ ○
島原北 NHK教育 35 94.4 332.2 H 50.9 ○ ○ ○
北有馬東 NHK教育 33 85.9 320.5 H 49.9 ○ ○ ○
北有馬東 NBC 35 85.9 320.5 H 49.9 ○ ○ ○
北有馬東 KTN 37 85.9 320.5 H 49.8 ○ ○ ○
北有馬西 NHK教育 33 87.4 320.5 V 47.8 ○ ○ ○
北有馬西 NBC 35 87.4 320.5 V 47.8 ○ ○ ○
北有馬西 KTN 37 87.4 320.5 V 47.8 ○ ○ ○
早岐 KTN 34 152.9 320.8 V 56.2 ○ ○ ○
鹿児島 NHK総合 34 59.4 205.2 H 36.1 ○ ○ ○
鹿児島 KKB 36 59.4 205.2 H 36.3 ○ ○ ○
頴娃 KTS 35 91.8 197.5 H 66.6 ○ ○ ○
長島南 KTS 36 64.3 279 H 54.4 ○ ○ ○
山川 NHK総合 34 93.7 192.7 H 62.6 ○ ○ ○
山川 KKB 36 93.7 192.7 H 62.6 ○ ○ ○
長島北 KTS 34 62.5 283.2 H 54.8 ○ ○ ○
川内永利 NHK教育 33 51.9 236.3 H 44.2 ○ ○ ○
川内永利 KTS 37 51.9 236.3 H 44.2 ○ ○ ○
伊集院北 MBC 33 58.9 220.9 V 45.1 ○ ○ ○
伊集院野田 NHK総合 35 59.9 222.1 H 58.8 ○ ○ ○
伊集院野田 KTS 37 59.9 222.1 H 58.8 ○ ○ ○
大口西 NHK教育 36 23.5 287.5 H 64.3 ○ ○ ○
大口西 KTS 34 23.5 287.5 H 64.3 ○ ○ ○
大隅福山 NHK教育 33 47.1 173.5 H 63.1 ○ ○ ○
加治木 NHK総合 33 34.5 202.2 H 35.9 ○ ○ ○
万膳 NHK総合 34 17.3 199.8 H 56.6 ○ ○ ○
横川古城 KTS 36 24.2 223.6 V 32.7 ○ ○ ○
横川古城 KYT 34 24.2 223.6 V 32.5 ○ ○ ○
日の隈 NHK総合 33 149.1 343.3 H 56.7 ○ ○ ○
伊万里 NHK総合 33 155.6 331.8 H 67.2 ○ ○ ○
佐賀 NHK総合 33 156 347.2 H 64.2 ○ ○ ○
肥前大和 STS 35 152 341.7 H 66.4 ○ ○ ○
城内 NHK総合 33 141.5 340.3 H 57.7 ○ ○ ○
大牟田 RKB 36 118.7 343.6 H 44.6 ○ ○ ○
南串山 KTN 34 91.6 318.9 H 55.7 ○ ○ ○

注：希望波(Desired Signal)と妨害波(Undesired Signal)の比を「D/U」といい、当該放送局のエリア
　　内で最悪（最少）となる地点のD/Uを「最悪D/U」という。
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混信検討の結果としては、表 1.3.1 のとおり全ての放送局に対して混信保護比を

満足することとなったが、「横川古城」放送局については同一チャンネル混信の最

悪 D/Uが 32.5～32.7dBと基準値（28dB）からのマージンが 4dB程度しかないため、

不測の事態を避けるため、10MHz システムの運用については、移動範囲に制限を付

けることとした。（えびの市役所を中心に 3km以内かつ送信空中線高が海抜 400m以

下の範囲内。） 

 

以上の結果から、本調査検討に使用する実験試験局の電波の型式等を以下のとお

りとした。 

  ① 5MHzシステム：4M50G1D 605MHz 40mW 

     （注１：この周波数の使用は、他の無線局に妨害を与えない場合に限る。） 

  ② 10MHzシステム：9M00G1D 605MHz 80mW 

     （注１：この周波数の使用は、他の無線局に妨害を与えない場合に限る。） 

     （注２：この周波数の使用は、えびの市役所を中心に 3km 以内かつ送信空

中線高が海抜 400m以下の範囲内に限る。） 

 




